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（発電所の敷地内で発生した瓦礫等の管理） 

第８７条の２ 

発電所の敷地内で発生した瓦礫等※１について，固体廃棄物管理ＧＭは，固体廃棄物貯蔵

庫（以下「貯蔵庫」という。）及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保管施設※２及び

伐採木一時保管槽※３を含む。）について，柵，ロープ等により区画を行い，人がみだりに立

ち入りできない措置を講じる。また，遮へいが効果的である場合は遮へいを行う。 

２．各ＧＭは，次に定める瓦礫等の種類に応じて，回収したものを一時保管エリアに運搬

する。また，切断等の減容処理や発電所敷地内での再利用をすることができる。なお，

運営ＧＭが雑固体廃棄物焼却設備で焼却する場合には，第８７条に定める措置を講じる。 

（１）発電所敷地内で発生した瓦礫類※４は，各ＧＭが，瓦礫類の線量率を測定し，その線

量率に応じて，固体廃棄物管理ＧＭがあらかじめ定めた線量率の目安値に応じて指定

した貯蔵庫，覆土式一時保管施設又は発電所内の屋外一時保管エリアに運搬し，遮へ

いや容器収納，シート養生等の措置を講じる。 

（２）発電所において発生した使用済保護衣等※５は，固体廃棄物管理ＧＭが，袋又は容器

に収納して発電所内の一時保管エリアに運搬する。なお，固体廃棄物管理ＧＭは圧縮

等をすることができる。 

（３）伐採木は，各ＧＭが，発電所内の屋外一時保管エリアに運搬する。配置の際には積

載制限，通気性確保，伐採木一時保管槽への収納等の防火対策を講じる。 

３．固体廃棄物管理ＧＭは，次の事項を確認するとともに，その結果異常が認められた場

合には必要な措置を講じる。 

（１）貯蔵庫及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保管施設及び伐採木一時保管槽

を含む。）における瓦礫類，使用済保護衣等，伐採木の一時保管状況を確認するために，

１週間に１回一時保管エリアを巡視するとともに，１ヶ月に１回一時保管量を確認す

る。 

（２）覆土式一時保管施設において，覆土完了後，槽内の溜まり水の有無を定期的に確認

し，溜まり水が確認された場合には回収する。 

（３）伐採木一時保管槽において，定期的に温度監視を実施する。 

（４）貯蔵庫及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保管施設及び伐採木一時保管槽

を含む。）における瓦礫類，使用済保護衣等及び伐採木の一時保管エリアの空間線量率

並びに空気中放射性物質濃度を定期的に測定するとともに，線量率測定結果を表示す

る。 

 

※１：瓦礫等とは，瓦礫類，使用済保護衣等及び伐採木等の総称をいう。以下，本条にお

いて同じ。 

※２：覆土式一時保管施設とは，線量低減対策として覆土による遮へい機能を有する一時

保管施設をいう。以下，本条において同じ。 
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※３：伐採木一時保管槽とは，防火対策や線量低減対策として覆土をする一時保管槽をい

う。以下，本条において同じ。 

※４：瓦礫類とは，発電所敷地内において，今回の地震，津波又は水素爆発により発生し

た瓦礫並びに放射性物質によって汚染された資機材等の総称をいい，回収した土壌

を含む。以下，本条において同じ。 

※５：使用済保護衣等とは，使用済保護衣及び使用済保護具をいう。以下，本条において

同じ。 
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附  則 

 

附則（                     ） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

 

附則（令和元年１２月１７日 原規規発第 1912172号） 

（施行期日） 

 第１条 

  この規定は，令和元年１２月２７日から施行する。 

 

附則（平成３１年１月２８日 原規規発第 1901285号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，油処理装置の運用を開始した時点から適用することとし，それま

での間は従前の例による。 

 

附則（平成２９年３月７日 原規規発第 1703071号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，放射性物質分析・研究施設第１棟の運用を開始した時点から適用

することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２５年８月１４日 原規福発第 1308142号） 

（施行期日） 

 第１条 

第６１条において，非常用発電機の運用を開始するまでは，必要な電力供給が可能な

場合，他号炉の非常用ディーゼル発電機又は可搬式発電機を非常用発電設備とみなすこ

とができる。 


